
  

目的外使用許可について 

Ⅰ 目的外使用許可とは 

今回選定する施設は、直接に住民の共同使用に供することを目的に設置した施設であり、財産の分類上、

行政財産として区分されております。この行政財産は、施設の設置目的又はその用途以外に使用することが

できません。しかし、その用途又は目的を妨げない限度において使用を許可することができるとされておりま

す。このことを行政財産の目的外使用許可といいます。この使用許可は、市長のみが行使できる権限であり、

指定管理者が行うことはできません。 

 

Ⅱ 目的外使用許可の基準 

岐阜市公有財産規則において、次に掲げる場合に限り、使用を許可するものとしております。 

なお、現在、目的外使用を許可している事例の多くは、自動販売機の設置、売店、喫茶コーナー、物品販売、

広告物等であります。 

 

（使用許可の基準） 

１ 当該行政財産を利用する者の利便を図るため、食堂、売店その他の厚生施設を設置するとき。 

２ 公の学術調査、研究又は公共目的のために行われる講演会、研究会等の用に短期間使用させるとき。 

３ 水道事業、電気事業、ガス事業その他公益事業の用に供するため、やむを得ないと認められるとき。 

４ 災害その他緊急事態の発生により、応急施設としてきわめて短期間使用させるとき。 

５ 国若しくは地方公共団体その他の公共的団体において公用若しくは公共用又は公益事業に供するため、

やむを得ないと認められるとき。 

６ 市の事務若しくは事業又は市の企業の遂行上やむを得ないと認められるとき。 

７ その他市長が当該行政財産の用途又は目的を妨げないと認めるとき。 

 

Ⅲ 目的外使用の取扱い 

１ 指定管理者の場合 

指定管理者が、次に掲げる目的で施設を使用する場合は、目的外使用の許可を得ること。ただし、目的

外使用に該当するかどうか疑義がある場合は、担当部署と協議すること。 

① 指定管理者の業務の範囲以外で、自らの負担で自主事業等を実施する場合は、事前に市の承諾を得

るものとし、その内容が目的外使用に該当すると認められるとき。 

② 指定管理者が当該施設に利用者の利便を図るなどの理由により、自動販売機、売店及び喫茶コーナ

ーの設置、物品の販売、自らの広告物掲示などを行うとき。 

③ 上記のほか施設の設置目的又は用途に反し施設を使用するとき。 

２ 指定管理者以外の場合 

目的外使用許可の基準に該当する申請や疑義がある申請が直接指定管理者にあった場合については、

指定管理者が判断するのではなく、速やかに担当部署へ引き継ぐこと。 
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